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4 積立金の実績と将来見通しとの帝離の分析   

本節では、被用者年金について、平成16年度末の積立金の「実績」が「将来見通し」   

と帝離した要因を分析する。積立金はそれから生ずる運用収入が活用され、また、平  

成16年の改正後は、その取り崩しにより、将来世代の負担を軽減する役割を担うもの  

で、実績と財政計画上の将来見通しとの承離は、将来世代の負担の軽減度合いを変え、  

年金財政に影響を与える可能性がある。ただし、例えば積立金が将来見通しを下回っ   

ても、支出等も同じように下回る結果、保険料率引上げ計画の修正が必要でない場合   

も考えられるので、将来見通しと差があれば、そのすべてが年金財政に影響を与える   

というわけでは必ずしもない。   

公的年金では保険料や給付費が長期的には概ね名目賃金上昇率に応じて増減するこ   

とから、運用利回りを財政計画上のものと比べる際は、運用利回りが名目賃金上昇率   

を上回る分で比較することが適当であると思われる注】。運用利回りが名目賃金上昇率   

を上回る分のことを以下「実質的な運用利回り」、また、元の運用利回りの方は対比の   

意味で「名目運用利回り」ということにする。このとき用いる名目賃金上昇率は、年   

金額に連動するものという意味で、年齢構成等の変動による影響を除去した後の一人   

当たり標準報酬月額の増減率を用いる。   

積立金は毎年度の収支残の累積であり、人口要素注2、経済要素注2など収支を左右す   

る要素はすべて積立金の水準に影響を与える。そのため、積立金の実績が将来見通し   

と帝離する要因は多岐にわたることになる。以下では、運用利回りが人口要素と無関   

係で経済要素のみに左右されるものであること、人口要素はもっばら運用収入以外の   

収支残に影響するものであることに着目して、帝離をまず、  

○運用利回りが見通しと異なったことで発生した帝離  

（⊃運用収入以外の収支残が見通しと異なったことで発生した帝離   

に大別して、帝離が生じた要因を探っていくことにする。  

なお、積立金や運用収入については、簿価ベース、時価ベース両方の数値があるが、   

時価ベースの数値もできるだけ取り入れて分析した。平成11～16年度の途中年度で時   

価ベースを取り入れた際の評価損益は、その年度末で一括処理をした。制度によって   

は、平成11～16年度の間で簿価ベース、時価ベースが混在していることに留意が必要   

である。   

注1実質的な運用利回り＝（1＋名目運用利回り）／（1＋名目賃金上昇率）－1  

用語解説「実質的な運用利回り」の項を参照のこと。  

注2 人口要素には将来人口、死亡率、被保険者数見通し、失権率、脱退率などがある。経済要素は  

主に名目賃金上昇率、物価上昇率、名目運用利回りである。  
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また、帝離分析を単純にするため、平成16年の制度改正による保険料率引上げ、国  

庫・公経済負担の増額分、国共済と地共済の財政単位の一元化によって生じた帝離を  

あらかじめ除去する方法として、比較対象の一方である平成11年財政再計算における  

「将来見通し」に平成16年改正を反映し、加工したものを平成16年度の実績と比較  

することとした。以下この節と次節において、特に断らない場合、イ将来見通し」は平  

成16年改正の反映後のものを指すものとする。加工の方法の詳細については章末の補  

遺1を参照のこと。  

（1）平成16年度の実質的な運用利回り  

実質的な運用利回りの動向は、図表3－4－1のとおりである。平成16年度の実質的な運  

用利回りは、各制度において財政計画上のものを上回った。厚生年金では実績2．93％  

で将来見通し1．04％を1．89ポイント、国共済は実績1．82％［時価ベース：2．12％］で  

将来見通し1．46％を0．36ポイント［同：0．66ポイント］、地共済は実績2．55％［時価  

ベース：4．13％］で将来見通し1．46％を1．09ポイント［同：2．67ポイント］、私学共済  

は実績2．23％［時価ベース：3．80％］で将来見通し1．46％を0．77ポイント［同：2．34  

ポイント］それぞれ上回った。   

平成14年度以前の実質的な運用利回りについては、国共済の平成12年度［時価ベー  

スでは、平成13年度も］、私学共済の平成14年度の時価ベースについて将来見通し  

を下回ったほかは、・将来見通しを上回っている。これは、名目運用利回りが実績で将  

来見通しを下回ったものの、名目賃金上昇率の方が将来見通しをより大きく下回った  

ためである。  
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図表3－4－1名目運用利回り、実質的な運用利回り  

実績と平成11年財政再計算における見通し  

区分  厚生年金l   国共済   l   共済   私学共済  年度  
平成  ％  ％  ％   ％  ％  ％  

実績   

名目運用利回り   
12  3．22 3．01［2．03］2．61  2．99   
13   ［1．99］  2．42 ［1．56］ 2．05  2，60   

14   ［0．21］  2．45 ［2．05］ 1．77  2．20 ［△0．28］   

15   ［4．91］ 2．68 ［3．84］ 1．81 ［4．83］ 2．00 ［2．61］  
16  ［2．73］ 2．35 ［2．65］ 1．98 ［3．55］ 1．79 ［3，35］  

名目賃金上昇率   
12  △ 0．01  1．61  0．73  1．13   

13   △ 0．27  0．19  0．09  0．00   

14   △1，15  △1．72  △1．54  0．33   

15   △ 0．27  △1．55  △ 0．88  0．24  

16  △ 0．20  0．52  △ 0．56  △ 0．43  

実質的な運用利回り   
12  3．23   1．37 ［0．41］ 1．87  1．84   

13   ［2．27］  2．22 ［1．36］ 1．96  2．60   

14   ［1．38］  4．24 ［3．83］ 3．36  1．87 ［△0．61］   

15   ［5．19］ 4．29 ［5．47］ 2．71 ［5．76］ 1．76 ［2．37］   
16   ［2．93］ 1．82 ［2．12］ 2．55 ［4．13］ 2．23 ［3．80］   

平成二11年財政再計算上の前提  

（財政計画上のもの）   

名目運用利回り   
12   3．61  4．00  4．00  4．00   

13   3．52  4．00  4．00  4．00   

14   3．49  4．00  4．00  4．00   

15   3．49  4．00  4，00  4．00  

16  3．57  4．00  4．00  4．00  

名目賃金上昇率   
12  2．50  2．50  2．50  2．50   

13   2．50  2．50  2．50  2．50   

14   2．50  2．50  2．50  2．50   

2．50  2．50  2．50  2．50  

16  2．50  2．50  2．50  2．50  

実質的な運用利回り   

12  1．08  1．46  1．46  1．46   

13   1．00  1．46  1．46  1．46   

14   0．97  1．46  1．46  1．46   

15   0．97  1．46  1．46  1．46   

16   1．04  1．46  1．46  1．46   

注1名目貸金上昇率は、年齢構成の変動による影響を除いた上昇率である。平成16年度の共済は、賞与を含まない。  

注2 実質的な運用利回りとは、  
（1＋名目運用利回り）／（1＋名目賃金上昇率）－1である。  

注3［］内の数値は、時価ベースのものである。  
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（2）平成16年度末の積立金   

最初に平成16年度末の積立金の実績と将来見通しを再度まとめておくと次の図表  

3－4－2のとおりで、各制度いずれも実績が将来見通しを下回っており、国共済以外は7  

～10％台の帝離の割合である。  

図表3－4－2 平成16年度末積立金の実績と平成11年財政再計算における  
将来見通しとの罪離状況  

区分   厚生年金 l  国共済  l  地共済  l 私学共済   
兆円  億円  億円  億円  

平成16年塵末積立金実績  

［171・1］ぷ；2誌 ぷ冒ぷ］ ［］  

将来見通し  188．8  89，094  419，197  35，947   

解離（＝実績一将来見通し）  ［△17・7］ 
， ］［［  

荊離の割合（実績／将来見通．し－1）（％）   ［△9・4］ 
1 

［］ ［］ ］   

注1：［］内の数値は、時価ベースのものである。  

注2：厚生年金の実績は、厚生年金基金の最低責任準備金などを加えた財政再計算ベースのもの（第3節で「実  

績推計」としていたもの）である。  

注3：平成16年度末積立金の将来見通しは、平成16年改正による、保険料率の引上げ、基礎年金拠出金に係る  

国庫・公経済負担のうちの定額分、国共済・地共済の財政単位の一元化を反映させた数値であり、年金数  

理部会にて推計した。  

（3）帝離の発生要因別分解方法   

平成16年度末の積立金実績が平成11年財政再計算における将来見通しと帝離した  

要因として次のものを考え、それぞれが寄与した分を計算する注1。  

○平成11年度末の積立金が将来見通しと異ならていたこと注2  

0平成12～16年度の各々の「運用収入以外の収支残」注3が将来見通しと異なった  

こと  

○平成12～16年度の各々の名目運用利回りが将来見通しと異なったこと  

注1各要因が平成16年度末の積立金の将来見通しとの帝離に与えた寄与分の計算方法は、章末の  

補遺2参照のこと。本節で行う各要因の寄与分の計算は、補遺2で示した算式・計算順によった  

場合のものである。一般に、寄与分の計算は計算の仕方によって結果が若干動くことがあること  

に留意されたい。  

注2 各制度の将来見通しは、平成12年度以降に関し作成されているので、平成11年度以前の帝離  

の寄与の内訳までは遡らなかった。  

注3 運用収入以外の収支残とは、運用収入以外の収支項目でみた収支残のことである。  
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なお、今回の積立金の帝離分析は、平成16年度末における乗離に関するものなので、  

その帝離要因の発生年度が平成15年度以前であっても、発生年度以降平成16年度ま  

での利息が加わった元利合計が今回分析での帝離寄与分となり、前年報告（平成15年  

度末積立金の帝離分析）とは、数値が異なることに注意が必要である。また、簿価ベー  

スしか数値がない年度に発生した帝離であっても平成16年度までの利息が加わるこ  

ととなるので、名目運用利回りについて簿価ベースと時価ベースで異なる分、その帝  

離寄与分には差異が生じる。例えば、地共済の平成16年度末積立金の乗離のうち平成  

11年度末における積立金の差異による帝離寄与分は、「11年度末における積立金実績  

と将来見通しの差」と平成12～16年度の名目運用利回りから計算され、「11年度末積  

立金の差」と平成12～14年度の名目運用利回りはともに簿価ベースである一方で、平  

成15、16年度の名目運用利回りについては簿価ベースの数値と時価ベースの数値があ  

り、その違いが図表3－4－3における地共済の「11年度末積立金の差」簿価ベース（2，659  

億円）と時価ベース（2，773億円）の違いを生んでいる。  

（4）帝離分析の結果  

（帝離の大部分は、名目運用利回りが将来見通しと異なったことにより発生）   

図表3－4－3は、後述する詳細な帝離分析の結果のうち、積立金の帝離の主な要因と  

して、平成12～16年度の名目運用利回りと、それ以外の要因にまとめたものである。  

平成16年度末の積立金実績が平成11年財政再計算における将来見通しを下回った帝  

離の大部分は、名目運用利回りが将来見通しと異なったことにより発生したものであ  

ることがわかる。  

図表3－4－3 平成16年度末積立金の実績と平成11年財政再計算における  

将来見通しとの帝離に対する主な要因の寄与分  

将来見通しとの帝離の発生要因   厚生年金   国共済   地共済   私学共済   

16年度末積立金の将来見通しと  兆円  億円  億円  億円  億円  億円  億円  

77  △2060  △530  △38578 △31327  △3845 △2868   
名目運用利回り  ［△11．6］ △6，043［△7，216］ △37，217［△20，590］ △2，589［△2，902］   
名目運用利回り以外  ［△6．0］   3，984 ［6，687〕 △1，361［△10，737］ △1，256   ［35］  

名目貸金上昇率以外の経済  
要素（再掲）  

［△1．6］   △602 ［△601］ △1，770［△1，812］   △81 ［△79］  

人口要素等（再掲）  ［△5．2］   4，113 ［4，506］ △2，584［△2，337］ △1，103 ［△883］   

16年度末積立金の将来見通しと  ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％  

100  100    100    100    100    100        100   
名目運用利回り  ［66］   293   ［1362］  96  ［66］  67   ［101］   

名目運用利回り以外  ［34］ △193 ［△1262］  4  ［34］  33   ［△1〕  

名目賃金上昇率以外の経済  
［9］  29  ［113］  5  ［6］  2  ［3］  

要素（再掲）  

人口要素等（再掲）   ［29〕 △200 ［△850］  7  ［7］  29  ［31］   

注：［］内の数値は、時価ベースのものである。  
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これを発生年度別にみると、例えば厚生年金についてみると、平成16年度末におい  

て実績が将来見通しを17．7兆円下回ったが、そのうち3．0兆円は平成12年度の名目  

運用利回りが将来見通しを下回ったことにより発生した分であり、また2．4兆円は平  

成13年度に、5．3兆円は平成14年度に、2．1兆円は平成16年度に発生した分である。  

厚生年金、地共済の時価ベースにおいては、平成15年度の名目運用利回りが将来見通  

しを上回っており、これが帝離を縮小させている。また、国共済の簿価ベース、地共  

済の簿価ベース、私学共済については、平成12～16年度のすべてにおいて、名目運用  

利回りが将来見通しを下回り、帝離の大きな要因となっている（図表3－4－4）。  

（「運用収入以外の収支残」の寄与がマイナスであることには留意が必要）   

ただし、「運用収入以外の収支残」が将来見通しと異なったことの寄与が、厚生年金  

では平成】．2～16年度のうち平成14年度を．除く4年間、地共済、私学共済では平成12  

～16年度の連続5年間のマイナス（平成16年度末積立金を減らす方向に作用）とな  

っていることには留意する必要がある。この要因としては、被保険者数が将来見通し  

よりも少ないといった人口要素も考えられる。人口．要素については、将来見通しと帝  

離した場合、ただちに将来見通しの水準にまで復帰するとは考えにくく、この帝離は  

今後も続くことが予想される。この部分のマイナスは今後も続くことになり、財政に  

マイナスの影響を与え続けることになるからである。  

なお、国共済については、平成12年度の「運用収入以外の収支残」による寄与がプラ  

ス（平成16年度末積立金を増す方向に作用）で2，200億円台に達し、平成16年度末  

積立金の将来見通しからの帝離の割合をマイナス3％以内にとどめていることに大き  

く寄与している。これについては、平成12年度に地方事務官の組合員としての資格が  

地共済から国共済へ変更されたことに伴い、地共済から国共済に1，436億円が移換さ  

れていることを考慮する必要がある。   

また、厚生年金についても、平成14年度の「運用収入以外の収支残」による寄与が  

プラス（平成16年度末積立金を増す方向に作用）で0．1兆円であるが、平成14年度  

の厚生年金への農林年金の統合に伴う移換金約1．6兆円の影響があることを考慮する  

必要がある。（厚生年金は、16年財政再計算においては、このような実態を踏まえて  

将来見通しを行っている。）  
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図表3－4－4 平成16年度末積立金の実績と平成11年財政再計算における  

将来見通しとの帝離に対する各発生要因の寄与分  

将来見通しとの乗離の発生要因  厚生年金l  国共済  l  地共済  l  私学共済   

16年度未積立金の将来見通しとの乗離  兆円  億円  億円  億円  億円  僚円  億円   

（再掲 実績一将来見通し）  「△17．71 △2．060   「△5301 △38．578 r△3ユ、3271 △3．845 「△2．8681   

11年度末積立金  「0．11  234   ［2．5531   2．659   「2．7731   △100   「△981   

12年度  （発生要因の寄与分計）  ［△3．3］   1，325  ［411］ △7，279 ［△7，592■］  △408  ［△404］  

名目運用利回り   ［△3．0］△920［△1，868］△5，116［△5，336］△324［△321］  

運用収入以外の収支残   「△0，31 2，245 ［2，2791△2．162「△2．2551 n 84 ［△831  

13年度  （発生要因の寄与分計）  ［△3．2］  △891［△1，673］ △7，645 ［△7，974］  △584  ［494］  

名目運用利回り   ［△2．4］△1，384［△2，232］△7，054［△7，358］△456［△451］  

運用収入以外の収支残  ［△0．8］ 492 ［559］△591［△616］△129［△127〕  
積立金評価の時価ベースへの変更   ［1．073］  

14年度  （発生要因の寄与分計）  ［△5．2］ △1，082 〔△1，457］ △8，826【△略893］  △824 ［△1，662］  
名目運用利回り   ［△5．3〕△1，310［△1，775］△8，437［△8，800］△608［△1，444］  

運用収入以外の収支残  ［0．1］ 228 ［318］△389［△406］△215［△219］  
積立金評価の時価ベースへの変更   ［△9、688］  

15年度  （発生要因の寄与分計）   ［△1．4］  △629   ［3891 △8，766   ［2，730］  △923  ［△742］  

名目運用利回り   ［1．1］△1．101［△161］△8，518 ［2，717］△629［△491］  

運用収入以外の収支残   ［△2．5］  471 ［550］△248  ［13］△294［△251］  
16年度  （発生要因の寄与分計）  ［△4．8］ △1，016  ［△753］ △8，722 ［△2，371］ △1，006  ［△455］  

名目運用利回り   〔△2．1］ △1，329 ［△1，181］ △8，092 ［△ユ，813〕  △572  ［△195］  

運用収入以外の収支残   「△2．61  313  ［4271   △630   「△5581   △434   「△260］   

16年度末積立金の将来見通しとの帝離を100  ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％   

とした構成比  
［100］  100  ［100］  100  ［100］  100  ［100］   

11年度末積立金  
［△1〕  △11  ［△482］  △7  「△9］  3  「3］   

12年度  （発生要因の寄与分計）  ［19］  △64   ［△78］  19  ［24］  11  ［14〕  

名目運用利回り   
［17］  45  ［353］  13  ［17］  8  ［11］  

運用収入以外の収支残   
「2］   △109  ［△430］  6  ［7］  2  ［3］   

13年度  （発生要因の寄与分計）  ［18］  43  ［316］  20  ［25］  15  ［△17］  

名目運用利回り   ［14］ 67 ［421］ 18 ［23］ 12 ［16］  

運用収入以外の収支残  
［4］ △24［△105］ 2 ［2］ 3 ［4］  

積立金評価の時価ベースへの変更   
［△37］  

14年度  （発生要因の寄与分計）  ［29］  53  ［275］  23  ［60］  21  ［58］  

名目運用利回り   
［30］  64  ［335］  22  ［28］  16  ［50コ  

運用収入以外の収支残   ［△1］  △11   ［△60］  1  ［1］  6  ［8］  

積立金評価の時価ベースへの変更   
［31］   

15年度  （発生要因の寄与分計）  ［8］  31   ［△73］  23  ［△9］  24  ［26］  

名目運用利回り   ［△6］  53  ［30］  22 ［△9］ 16  ［17〕  

運用収入以外の収支残   「141 n 23 「△1041 1 「△01  8  「91  

16年度  （発生要因の寄与分計）  ［27］  49  ［142］  23  ［8］  26  ［16］  

名目運用利回り   
［12］  65  ［223］  21  ［6］  15  ［7］  

15 運用収入以外の収支残  「1   △15   「△81「     2     「21   11    「9］   

注：［］内の数値は、時価ベースのものである。  
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第3章◆平成11年財政再計算結果との比較  

（実質的な運用利回りが将来見通しと異なることによる寄与はプラス）   

「名．目運用利回りが将来見通しと異なること」の寄与分をさらに、   

○実質的な運用利回りが将来見通しと異なったことの寄与分   

○被用者年金全体の名目賃金上昇率が将来見通しと異なったことの寄与分（実質的  

な運用利回りは将来見通しどおり）  

に分けた。また、「運用収入以外の収支残が将来見通しと異なること」の寄与分につい  

ても、   

○名目賃金上昇率が将来見通しと異なったことの寄与分   

○名目賃金上昇率以外の経済要素注1が将来見通しと異なったことの寄与分   

○人口要素等が将来見通しと異なったことの寄与分  

に分けた注2。  

注11）保険料収入に影響する当該制度の1人当たり標準報酬月額の上昇率と、再評価率表の改定幅   

（年金額の賃金スライド）を規定する全被用者年金でみた一人当たり標準報酬月額の上昇率との差、   

2）全被用者年金でみた一人当たり標準報酬月額の上昇率と毎年の年金改定率（物価スライド率）と   

の差の2つからなる。なお、運用収入以外の収支残に実質的な運用利回りは影響しない。  

注2 計算方法の詳細は章末の補遺2参照のこと。  
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第3章◆平成11年財政再計算結果との比較  

図表3－4－5 「平成16年度末積立金の実績と  

平成11年財政再計算における将来見通しとの帝離状況」  
における分析の流れ  
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第3章◆平成11年財政再計算結果との比較   

結果は次の図表3－4－6のとおりである。この要因分解の結果によると、  

1）名目賃金上昇率が平成11年財政再計算における将来見通しと異なったことの寄   

与は、マイナス（平成16年度末積立金を減らす方向に作用）であったこと  

2）財政比較の上で意味のある実質的な運用利回りが将来見通しと異なったことの寄   

与は、プラス（平成16年度末積立金を増す方向に作用）であったこと  

3）平成15年度の厚生年金を除いて名目運用利回りが将来見通しと異なったことの   

寄与がマイナスとなっているが、これは、2）のプラスより1）のマイナスが大きかっ   

たためであること  

図表3－4－6 平成16年度末積立金の実績と平成11年財政再計算における  

将来見通しとの帝離に対する各発生要因の寄与分  

将来見通しとの帝離の発生要因  厚生年金 一  国共済  地共済  私学共済 ■   

⑥ 柑年度末積立金の将来見通しとの奉雛  
兆円  惟円  億円  億円  億円  億円  億円  

［△17，7］  △2．060 ［△530】 △38，578［△31．327】 △3．845 ［△2．868］   

（Dll年度末積立金の奉離分  ［0．り  234  ［2．553］  2．659  ［2．773］  △1∞  ［△98］   

（12年廣に係る発生要因の寄与分計）  【△3．3］   1．325  ［411］ △7．279 【△7，592］   △408 ［△404］   
②名目運用利回り  ［△3．0】  △920 ［△1．868］ △5．116 【△5．336】  △324 【△321］  

実質的な運用利回り   ［1．5］   1．271   ［319］  3，901 ［4．069］  442  ［438］  

12                                       名目賃金上昇率   ［△4．5コ  △2，191［△2，187］ △9，018 ［△9，406〕  △766 ［△759］   

牢  ③運用収入以外の収支残  ［△0．3］  2．245  【2．279］ △2．162 ［△2．255】  △糾  【△83］   

度    名目貸金上昇率   【0．0〕  △8  ［△9］  5  ［5］  1  ［1］  

名目賃金上昇率以外の経済要素   ［△0．3］  23  ［24］  △126 ［△132］  △7  ［△7］  

人口要素等   ［△0．0］  2，229  ［2．264］ △2，041［△2，129］  △78  ［△77］   

（13年度に係る発生要因の寄与分計）  【△3，2］  △891［△1，673】 △7．645 ［△7．974］  △5糾  〔494］   

④名目運用利回り  ［△2．4］ △1．384 ［△2．232】 △7．054 【△7．358】  △456 ［△451］  

実質的な運用利回り   ［2．6］   1，021   ［191〕  3，241 ［3，381］  412  ［408］  

名目賃金上昇率   ［△5．0］ △2，405 ［△2，423］ △10，296［△10，738］  △867 ［△859〕  

13   ［△0．8】  492  ［559］  △591 【△616］  △129 ［△127】  

年 度                                                 用以の ［0．1］  43  ［42］  3  ［3］  3  ［3］  

名目賃金上昇率以外の経済要素   ［△0．3］  △28  ［△28］  △194 ［△202］  △13  ［△13］  

人口要素等   ［△0．5〕  477  ［545］  △400 ［△417〕  △118 ［△117］  
☆積立金評価の時価ベースへの変更  ［1，073］   

（14年度に係る発生要国の寄与分苫十）  ［△5．2］ △1．082［△1，457］ △8．826［△18．由3］  △824［△1．662コ   

⑥名目運用利回リ  ［△5．3］ △1，310 ［△1．775】 △8．437 ［△8．800］  △608 ［△1．444】  

実質的な運用利回り   ［1．8］  2，030  【1，606コ  6，319  【6．591］  633 ［△185コ  

名目賃金上昇率   ［△7．1］ △3，340 ［△3，382］ △14，756［△15，391］ △1．241［△1．259］  

14   ［0．り  228  【318］  △389 ［△406］  △215 【△2柑］  

年 慶  ［0．1］  66  ［64］  50  ［52］  3  ［3］  

名目貸金上昇率以外の経済要素   ［△0．5］  △231 ［△232］  △581 ［△606］  △25  ［△25］  

人口要素等   ［0．5］  393  【487］  142  ［148］   △194  ［△197］  

★積立金評価の時価ベースへの変更  ［△9，688］   

（15年度に係る発生要因の寄与分計）  ［△1．4］  △629  ［389］ △8．766  【2．730〕  △923 ［△742］   

⑧名目運用利回り  ［1．1］  △1．101 ［△161］  △8．518  【2，717】   △629  ［△491］  

実質的な運用利回り   ［7．0］   1，682  ［2，628］  4，145 ［15，576］  440  ［590〕  

田                                           名目貸金上昇率   ［△5．郎  △乙783 ［△2，789］ △12，663［△12，859〕 △1，069 ［△1．081］   

年  ⑨運用収入以外の収支残  ［△2．5］  471   ［550］  △248  ［13］  △294 【△25り   

度    名目貸金上昇率   ［0．2］  78  ［75］  120  ［113］  8  ［7］  

名目貸金上昇率以外の経済要素   ［△0．2］   △214  ［△214］   △451 ［△455］  3  ［4］  

人口要素等   〔△2．5］  608  亡688］  82  ［354］  △306 ［△262］   

（16年度に係る発生要因の寄与分計）  ［△4．8］  △1．016 【△753］ △8．722 ［△2．371】 △1．006 ［△455］   

⑩名目運用利回り  ［△2．1］  △1．329 【△1．181］ △8．092 ［△l．813】  △572 ［△195］  

実質的な運用利回り   ［2．9］   1，041 ［1，191］  2，951 ［9，231］  365  ［744］  

16                                      名目貸金上昇率   ［△5．0］  △2，371［△2，372］ △11，043［△11，044］  △937 ［△939］   

年  ⑪運用収入以外の収支残  ［△2．6］  313  【427］  △630 【△558】  △434 ［△260】   

度    名目貸金上昇率   ［0．2］  60  ［57］  156  ［153］  13  ［8］  

名目貸金上昇率以外の経済要素   ［△0．3］   △152 ［△15ユ］  △418 ［△417〕  △40  【△38］  

人口要素等   ［△2．6］  406  ［522］   △368 ［△295］   △408  ［△230］   
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